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三田五丁目西地区の地権者の皆さま、 

2021年 11月 10日 

再開発勉強会有志 

【かわら版第 19号】  

準備組合による「演出」だったのか？ 
 

準備組合が「まちづくりニュース（第 19号）」において報じた 

「同意率が 70%を超えました」 
なる記事に多くの地権者の皆さまが驚かれたことと思います。 

極めて重要な論点ですので、再びこの問題を取り上げます。 
 
先ず、再開発（都市計画決定）を港区が実行するにあたり、区は
「概ね 80%の地権者同意取得」を事業者に対して求めていること

をご認識下さい。そして区が「地権者の同意」があったことを客

観的に確認するための判断材料としているのが、私たちが準備
組合へ提出する「同意書」です。 

従い、準備組合が今回「70%を超える同意があった」と報じた以

上、常識的には「70%を超える地権者が同意書を提出した」と理
解するのが妥当です。 

しかし残念なことに「まちづくりニュース」ではその点が明確にさ

れていません。そこで私たちにはどうしても疑問が生じます。 

本当に同意者が 70%を超えたのか？ 
記事を何度読み返しても、そこには 

同意の定義や計算根拠が示されていません！ 
書いてあるのは「皆さまからのご理解の結果、同意が70%を超え
た」と言う記載のみ。極めて曖昧な表現です。 

「皆さまからのご理解」など恣意的に拡大解釈すれば、いくらで

も同意率を増やすことが出来てしまうからです。 

勘ぐるわけではないが、この手法を使えば、住友側が発する

「再開発もまんざら悪くはないですよね？」との誘導質問に地権
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者が「うなずく」だけで「同意者」と見做すことだって出来てしまう。

何も知らぬ地権者であれば、 

「既に大多数が同意書を提出したのか！」 

などと現実とは異なる可能性のある認識を持ちかねません。 

従い、本来は「同意書が７０%超」と明記されるべきでした。 

もし「演出」であったとしたら公平・公正の観点からも問題です。 
 

事業者は真相を明らかにすべき 
準備組合の機関誌が突然報じた記事なので、それが「真実」な

のか、或いは地権者を再開発へ導くための「演出」にすぎない

のか？ 私たちには真相がわかりません。わからない以上、 

準備組合には説明責任があります。 

準備組合は自らが「同意率が 70%を超えた」と報じたことに対し、

誰もが納得出来る客観的事実を示し乍ら私たち地権者へ説明

する責任があります。単なる会話の中での「同調」や「うなずき」

が、再開発事業の許認可権を持つ港区に「同意」として認めら

れないことは明らかです。もしそのような集計を以て私たち地権

者に対し「70%を超えた」と「演出」したのであれば問題です。 

同意状況を議論する際に重要なのは「同意書の提出状況」です。

それが「70%」を超えたのかどうかを、準備組合には客観的事実

を示しながら速やかに私たち地権者へ明らかにして頂きたい。 
 

実は問題は他にもある！ 
「同意率 70%」を論じる際、「同意書の提出率」が要となることは

上述した通りです。しかし「同意書」の中味にも問題があります。 

そもそも事業者側が用意した「同意書」には「都市計画の手続き

に同意する」としか書かれておらず、「同意書」を提出した後に

私たちの「資産」や将来の「生活再建」が具体的にどうなるのか

が全くわからないと言う「白紙委任状」に近い内容なのです。 
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【例えば、再開発後の新居での維持管理費の問題】 

せっかく新築マンションへ移り住めても、毎月の管理費や修繕

積立金が高額であった場合、果たして住み続けられますか？ 

一般の地権者、とりわけ年金生活者にとっては死活問題です！ 

この点に関し準備組合側は「まちづくりニュース（第 18号）」で

「現段階では案内出来る状況にない」と言い切っています。 

一旦再開発が決まってしまうと、もう後戻りは出来ません。 

「やっぱり住めない」ではすまないのです。良く考えて下さい！ 

 

【例えば、将来取得する「床」についての決定時期の件】 

「まちづくりニュース（第 19号）」では「今から最短でも２年後以降

となります」と報じています。自分が将来住むことになる住居の

詳細もわからぬまま、同意書に捺印して準備組合へ白紙委任し

てしまっても大丈夫なのでしょうか？何年も経過してから初めて

「こんな筈ではなかった」と気づいても、もう手遅れです。 

 

【例えば、今後地価が大きく変動するかも知れない件】 

現在、白金高輪・品川間地下鉄構想が具体化に向けて動き出し

ており、これに伴い地元の地価も大きく変動して行くことが見込

まれます。この点も同意前に熟考すべきではないでしょうか？ 

 

上記は安易に白紙委任すべきでない理由のほんの一例です。 

 

まとめ 
再開発へ同意するか否かは、各地権者ご自身の裁量ですが、 

自身で充分「理解」し「納得」しない限り、 

「同意書」へは捺印すべきではありません！ 

住友不動産は営利目的で再開発を進めようとする業者です。 



4 

 

彼らが喉から手が出るほどほしいのは地権者の「同意書」です。

何故なら地権者の同意が集まらない限り再開発を進めることは

できないからです。そこで住友不動産は準備組合を使い、様々

な「演出」を行うことで地権者を再開発賛成へ誘導しようと試み

るのだそうです。各地でもこのことが問題となってきています。 

皆さまも、事業者による「演出」にはくれぐれもご注意下さい！ 

 

尚、同意率の「演出」に関連した YouTube動画が配信されて 

いますので、こちらも是非ご視聴下さい。 

 

●動画タイトル：同意者の水増しに注意 

●URL: https://www.youtube.com/watch?v=vniHl4XF-XY 

●検索エンジン：YouTube 再開発注意点#8  

 

 

 

 

(世話役：佐々木光子 h7835575@yahoo.co.jp) 
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